
 

  

 

  

論文 ポーラスコンクリート製吸音壁の吸音性状に関する実験的研究 

 

中澤 隆雄＊１・張 日紅＊２ ・三浦 功＊３・今井 富士夫＊１ 

 

要旨：ポーラスコンクリートの吸音特性に関して，まず管内法垂直入射吸音率測定法によ

って，供試体表面に設けた凹凸の影響を実験的に検討した。その結果，平滑な表面よりも

凹凸のある場合は吸音特性が向上することが確認された。次いで，実際面への適用を念頭

において作製した吸音壁について，固定点音源から発生する騒音の吸収性状を検討した結

果，壁長よりも壁高や受音高の方が騒音低減に及ぼす効果が大きいことや，音源から発生

する500Hz程度以下の周波数に対しては吸音性能はさほどよくないが，500～2000Hz程度の

周波数に対しては高い吸音能力を有していることなどが確認された。 

キーワード：ポーラスコンクリート，空隙率，吸音率，吸音壁，等価騒音レベル 
 

1.  はじめに 

 高い空隙率を有し，内部表面積の大きなポー

ラスコンクリートの吸音性状は，近年の研究成

果１）～５）によって次第に明らかになってきてお

り，優れた吸音材料としての用途開発も検討さ

れてはいるが，広く実用に供されている状況に

はない。そこで本研究は，粗骨材に石灰石およ

び火山性軽量骨材のぼらを用いたポーラスコン

クリートの表面に吸音効果の改善のために凹凸

を設けた供試体について，まず管内法による垂

直入射吸音率６）を求め，次いで吸音壁としての

実用化を目指して，実物大の平板吸音壁供試体

を作製し，騒音低減効果について検討を加えた

ものである。 

 

2． 垂直入射吸音率測定実験 

2.1  実験供試体 

火山性の軽量骨材であるぼら（粒径5～10mm，

表乾密度 1.33 g/cm 管内法による垂直入射吸音

率の測定用実験供試体を作製するにあたり，セ

メントには普通ポルトランドセメント(密度：

3.15 g/cm3)を，粗骨材には石灰石（粒径 5～10mm，

表乾密度 2.71 g/cm3，吸水率 0.15％）および南

九州に多く見られる 3，吸水率 113％）を用いた。

ポーラスコンクリートの配合を表-１に示す。

水セメント比は 40％で，目標空隙率は 30％であ

る。空隙率の測定は JCI エココンクリート研究

委員会「ポーラスコンクリートの空隙率測定方

法（案）」７）の容積法によっている。 

パン型水平強制練りミキサ (容量50l)による

練混ぜにあたり，まず全粗骨材をミキサに投入

した後，全水量の25%を入れ30秒間練り混ぜた。

続いてセメントを入れて 60 秒間練り混ぜた後

に残りの 75%の水を入れ 30 秒間練り混ぜた。 

表-１ ポーラスコンクリートの配合 

単位量（kg/m３） 骨材 
種類 

骨材粒径 
(mm) 水 セメント 骨材 

石灰石 
ぼら 

5～10 
5～10 

49 
31 

123 
78 

1658 
856 

 
垂直入射吸音率の測定にあたり，既報８），９）にお

いて空隙率，供試体厚さ，供試体背後や供試体間

の空気層厚さの影響を報告しているので，今回は

供試体表面の凹凸の影響を検討することに主眼を

置いた。実験供試体は，測定装置に適用できるよう
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厚さ 100mm で直径 92mm の円柱を用いた。型枠に

入れたポーラスコンクリートは 15 回ずつ突き

棒にて突き固め，直ちに 20±2℃の恒温室に置

き，24 時間後に脱型した。その時点で空隙率を

測定し，材齢 28 日までは水中養生(水温 20±

2℃)を行った。各供試体の表面部に設けた凹部

の一覧は，表－２に示すとおりである。なお，

これらの供試体の目標空隙率は 30％であった

が，実測値は全空隙率で 27～33％，連続空隙率

で 26～32％の範囲でのばらつきが生じた。 

表-２ 供試体に設けた孔の一覧 

 

2.2  垂直入射吸音率測定結果 

管内法による垂直入射吸音率は，100～2000Hz

の周波数領域の 1/3 オクターブ間隔で測定した。

図－１には，ぼらを用いて作製したポーラスコ

ンクリートの供試体表面に設けた孔の相違が吸

音率－周波数特性に及ぼす影響を示す。なお，

このときの供試体は乾燥状態にある。図－２に

は同じく石灰石を用いた場合の結果を示す。図

－１から明らかなように，表面が平滑な場合

（PU1）には 500Hz および 1600Hz で吸音率がい

ずれも 0.97 の高い２つのピークが生じてはい

るが，800～1000Hz の領域では 0.3 程度の低い

吸音率となっている。これに対して，表面に孔

を設けた供試体（PU5，PU8，PU10）では，800

～1000Hz の範囲で 0.56～0.76 とかなり高い吸

音率が得られており，設置した孔の効果が高い

ことがわかる。なお，吸音率の第１ピークはや

や高い周波数へ移行するものの吸音率の値には

大きな違いは生じていない。また，第２のピー

クでは吸音率が幾分低下しているものの周波数

には差異は生じていない。また石灰石を用いた

場合の 26.6mm×26.6mm の大きさで深さ 50mm の

孔を２つ設けた供試体 CL8 では，特に 1000Hz

で吸音率の値が 0.89 である第３のピーク周波

数が生じていることが特徴として挙げられる。 

図－３には，ぼらと石灰石を用いた供試体

（PU8 および CL8 で孔の設置状況は同一）が乾

燥状態にある場合と湿潤状態（含水率は石灰石

供試体で 1.1～1.9％，ぼら供試体で 78～90％の

ぼ ら 石 灰 石 辺 長 深 さ　 孔 数
(mm) (mm) （本 ）

PU1 CL1 0 0 0
PU2 CL2 13.3 50 1
PU3 CL3 13.3 50 2
PU4 CL4 13.3 50 3
PU5 CL5 13.3 50 4
PU6 CL6 26.6 25 1
PU7 CL7 26.6 50 1
PU8 CL8 26.6 50 2
PU9 CL9 26.6 75 1
PU10 CL10 44.3 50 1

供 試 体 凹 部 ：四 角 孔

　　図－１ 吸音率－周波数関係
（ぼら）
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図－２　吸音率-周波数関係
（石灰石）
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図－３　骨材の種類と乾湿条件が吸音
率－周波数間に及ぼす影響
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範囲）にある場合，骨材の種類が吸音率に及ぼ

す影響について検討した結果を示す。同一骨材

で比較した場合，乾燥状態では空隙に水を含む

湿潤状態よりも空隙が確保されるため，全般的

にやや高い吸音率になっている。また，骨材の

相違についてみれば，400Hz までの低い周波数

域ではぼらがやや高い吸音率を示すものの，い

ずれも 0.4 以下の低い値しか得られていない。

しかし 600Hz 以上の周波数になれば，いずれの

骨材を用いても高い吸音率が得られており，特

に骨材の相違による影響はないものと思われる。 

 

3．ポーラスコンクリート吸音壁の吸音実験 

3.1 実験供試体 

垂直入射吸音率の試験結果から，ぼらと石灰

石という骨材の相違は吸音率には大きな影響は

及ぼさないが，供試体表面に凹凸を設けると吸

音効果が高くなることが明らかになった。しか

し，これはあくまで小さな供試体を用いた管内

法による室内実験から得られた吸音率であるた

め，吸音壁として実用に供した場合の効果につ

いては不明の部分が多い。そこで，ぼらを用い

て作製した 500mm×500mm×50mm の平板供試体

を組み立てて壁高を 1m，2m および 3m，壁長を

3m，4m および 5m とした吸音壁を設置し，吸音

性状について検討することとした。なお今回の

実験は，基本的な騒音低減機能について検討す

ることを目的としたものであり，特に平板の表

面には凹凸は設けていない。なお，ぼらを用い

たポーラスコンクリート平板供試体を作製する

にあたっては，表－１に示したものと同一の配

合を用いている。 

3.2 吸音壁による騒音低減効果 

平板供試体を組み立て，吸音壁として設置し

た状況を図－４に示す。騒音発生の音源として

用いたポータブル式の発電機は，壁の裏面から

1.5m 離れた位置（地盤からの高さ 0.75m）に設

置していることから，この音源は固定点音源と

考えることができる。騒音の測定には，普通騒

音計を用いた。普通騒音計の設置位置は図－４ 

 

 

 

 

 

 

 

に示すように，壁の裏面側では音源から 1.2m

（受音高は 0.75m で一定）に１カ所，壁の表面

側では壁面から 3m，6m および 9m 離れた３カ所

に設置した。受音高は，壁面の高さに応じて

0.75～2.9ｍの範囲で変えている。なお，音源お

よび普通騒音計の設置位置はいずれも壁長の中

央部である。 

 音源から生じる音の周波数特性については，音

源から 4.5m 離れた受音点 2（地盤からの受音高

0.75m）において，壁がある場合とない場合とにお

いて周波数分析器を用いて解析した。その結果を 

図－５に示す。この図から，500Hz 以下の周波数

では壁による騒音低減効果は顕著ではないが，

500Hz 以上の領域で効果が生じていることがわか

る。 

騒音を測定するにあたり，壁の基礎天端（地

盤からの高さ 0.75m）からの壁高を 1.0m，2.0m

および 3.0m，壁長を 3.0m，4.0m および 5.0m と

変えて，壁高および壁長が騒音低減に及ぼす影

響を検討した。また，受音点 2～4 での受音高を

壁の高さに応じて 0.75～2.9m の範囲で変化さ
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図－４ 吸音壁の設置状況と騒音測定位置 

図－５　壁の有無が周波数特性に及ぼす
影響（受音点２）
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せ，受音高の違いによって生じる騒音レベルの

差異も検討した。騒音の測定時間は１回あたり

15 分間とし，等価騒音レベルを求めている。 

図－６は，壁長が 5m で壁高が 1m，2m および

3m と変化した場合において、受音高が 0.75m の

ときの各受音点での等価騒音レベルを示したも

のである。図中に示した音源から 1.5m の距離に

おける縦の太線は，吸音壁の位置を示したもの

である。吸音壁がない場合には，音源からの距

離が増大するにつれて騒音レベルは緩やかに減

少する，いわゆる距離減衰を示しているのに対

して，吸音壁が設置された場合には極めて大き

な低減効果が生じていることが認められる。こ

の効果は壁高が高いほど大きいことがわかる。       

図－７は同じく壁長が 5m のときで，壁高が

2m および 3m，受音高が 2.3m のときの騒音レベ

ルを壁のない場合と比較して示したものである。

吸音壁による騒音低減効果は明確に認められる

が，受音高が高いため，壁高の差による騒音レ

ベルの差異はほとんどないことがわかる。図－

８は壁長が 4m のときに受音高を 0.75m とした

ときの壁高が騒音レベルに及ぼす影響を，壁の

ない場合と比較して示している。さらに図－９

は，同じく壁長が 4m で受音高 2.3m の場合につ

いて示したものである。図－10 は，壁長が 3m

の場合で受音高が 0.75m，図－11 は壁長が 3m

で受音点の高さが 2.3m の場合の等価騒音レ

図－８　各受音点での騒音レベル
　　　　　（壁長4m，受音高0.75m）
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図－９　各受音点での騒音レベル
　　　（壁長4m，受音高2.3m）
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ベルを示している。以上示したとおり，音源か

ら 4.5m 離れた受音点２での等価騒音レベルは，

壁の設置によって最大 15dB 程度低くなってお

り，騒音低減効果が大きいことがわかる。また，

図－６　各受音点での騒音レベル
　　　　（壁長5m，受音高0.75m）
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図－７　各受音点での騒音レベル
　　　　（壁長5m，受音高2.3m）
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図－11　各受音点での騒音レベル
      （壁長3m，受音高2.3m）
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壁高が高いほど各受音点の等価騒音レベルは小

さくなることを数量的に把握することができた。

さらにこれらの図から，受音高が高くなるほど

騒音レベルが高くなり，低減効果が失われるこ

とも確認された。特に，壁高の底部と上部との

等価騒音レベルの差が壁高 3m の場合において

最も大きく，およそ 8dB の値となっている。 

壁長の違いの影響を検討したところ，壁長が

長くなるに伴って騒音レベルは小さくなる傾向

にあることがわかるが，低減量はそれほど大き

くはなく，壁高の影響ほどはないことがわかる。

これは，音源が吸音壁から 1.5m と近いに位置あ

り，しかも位置が固定された点音源に近い状態

であることによるものと考えられる。 

 なお，発電機を駆動していない場合の暗騒音

を測定した結果，41dB 程度のほぼ一定した値が

得られており，発電機を駆動したときの壁がな

い場合の等価騒音レベルの最低測定値よりも

20dB 程度低い値となっている。よって，いずれ

の場合も暗騒音の影響はないものと考えられる。 

 日本道路公団の遮音壁設計要領 10)を用いれ

ば，壁の有無による音源から受音点までの回折

行路差によって騒音の低減量が算定できる。今

回実験に用いたのは吸音壁であり，遮音壁とは

幾分機能が異なるため直接的には適用できない

と思われるものの，参考として行路差を考慮し

て求めた騒音低減量の計算値と実験値とを比較

した結果を図－12～図－14 に示す。なお，これ

らの図は壁高 1m，2m および 3m で受音高はいず

れも 0.75m の場合の結果である。壁高が高くな

図－10　各受音点での騒音レベル
     （壁長3m，受音高さ0.75m）
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図－12　回折行路差による騒音低減量
　　　　（壁高1m，受音高0.75m）
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図－13　回折行路差による騒音低減量
　　　（壁高2m，受音高0.75m）
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図－14　回折行路差による騒音低減量
　　　　　（壁高3m，受音高0.75m）
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るほど計算値との差が生じてくる傾向にあり，

遮音と吸音の違いが生じているものと思われる

がその差はそれほど大きなものではなく，最も

大きな差でも 4dB 程度となっている。なお本実

験では，壁供試体の音響透過損失は測定できて

いない。よって厳密には吸音体としての壁の評

価にまでは至っておらず，今後の課題としたい。 

 

4．まとめ 

 ポーラスコンクリートの吸音特性について，

管内法による垂直入射吸音率測定法によって，

供試体表面に設けた孔の影響を検討するととも

に，吸音壁としたときの吸音性能を明らかにす

るための騒音測定実験を行ったところ，次のよ

うな結果が得られた。 

(1) 供試体表面に孔を設け凹凸状態とすること

によって，表面が平滑な場合よりも垂直入

射吸音率の向上を図ることができる。 

(2) 供試体が乾燥状態であれば，湿潤状態の場

合よりもやや吸音率が高くなる。 

(3) 今回用いた骨材の種類の違いによっては，

吸音率にあまり差異は生じなかった。 

(4) 用いた吸音壁は，音源に含まれる 500Hz 以

下の周波数に対してはあまり騒音レベルの低

減効果は認められなかったが，500Hz 以上の

周波数域では大きな低減効果を有していた。 

(5) 吸音壁を設置すれば，壁がない場合に比較

して最大 15dB 程度の騒音低減効果が認めら

れた。 

(6) 壁高が高く，受音高が低いほど騒音低減効

果は大きいが，壁長の影響は壁高ほどには認

められなかった。 

(7) 日本道路公団の遮音壁設計要領を用いて，

音源から受音点までの回折行路差による騒音

低減量を求めたところ，遮音壁と吸音壁との

機能の違いはあるものの，実験結果は計算値

と比較的よく合致し，最も大きな差でも 4dB

程度であった。 

なお，本研究の一部は文部科学省科学研究費

（平成 14 年度～16 年度基盤研究(C)(2)）(課

題番号：14550466)によったものであり，ここ

に記して謝意を表します。 
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